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Ⅰ　複合的経済事象・リース取引
　企業の「リース」による備品・設備の調達が、金額的にも量的にも増大し、複雑化すること
によって、これらの経済事象を適切に現すための会計ルールの必要性が一層高まっている。こ
のような会計問題に対応するため、2013年５月には現行のリース取引に関する会計ルールを改
訂しようとする国際会計基準審議会（IASB）およびアメリカの財務会計基準審議会（FASB）
の共同プロジェクトによる公開草案「リース（Leases）」が公表され、同年９月13日にコメン
ト・レターの提出が締め切られ、現在調整・検討中である。
　しかしながら、1940年代以来今日にいたるまで、リース取引に関する会計ルールを巡って様々
な議論が行われているが、その方向性は収斂するどころか、いまだに暗中模索しているように
思われる。これらの議論を通覧する限り、私見として、その原因はつぎの２つにあると思われ
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る。一つは、リースの利用者（レッサーおよびレッシー）側が「リース取引に関する情報のオ
ンバランス・シート（以下、オンバランスという。）化」による波及効果を誤解しているのでは
ないかということである1)。もう一つは、リース取引による経済事象は、一つ以上の性質を持っ
ている複合的経済事象であるにもかかわらず、ある一つの面の経済事象のみについて会計処理
しようとする会計理論上の問題である。
　前者はリース取引のオンバランス化による会計情報の妥当性を啓蒙することであると思うが、
後者はそもそも企業会計とは何かという会計の基本問題に立ち戻って検討しなければ解決でき
ない問題である。すなわち、リース会計の問題はリース取引に関する会計問題のみではなく、
企業会計の基本問題でもある。このような問題意識にもとづいて、本稿では、（企業）会計の基
本問題を考える一環として、リース取引に関する会計の制度化に焦点をあてて考察する。
　リース取引に関する会計問題を明らかにするため、まず、つぎのⅡ節ではリース取引に関す
る会計議論および制度化過程を時系列に考察する。その過程を通じて、リース取引に関する会
計制度の問題点を明らかにし、その原因を究明することによって、会計は「利益計算が目的」
ではなく、「資金（広義の概念）の流れ」を表すものであり、その結果として利潤が計算される
という会計の基本的立場を明らかにしたい。
Ⅱ　リース取引に関する会計の制度化
１．賃貸借取引としての会計処理と問題
　リース取引は、会計基準設定以前の段階では、「リース（lease）；賃貸借〔契約〕」という言
葉とおりに賃貸借取引として会計処理された。しかしながら、リースはその取引形態が多様で
あり、特に、第２次世界大戦後、アメリカでは主に不動産を対象として、セール・アンド・リー
スバック取引が広く普及した2)。セール・アンド・リースバック取引とは、企業が所有する物件
を貸手に売却し、その貸手から当該物件のリースを受けることをいう（企業会計基準適用指針
第16号48項、参照）。このような取引を利用して、企業は長期間にわたって機械・設備を賃借す
ると、支払リース料を損金処理することができるため、リース期間を法定耐用年数より短く設
定することで、固定資産の加速償却と同じような税節減効果をえることができたのである。
　しかしながら、セール・アンド・リースバックのようなリース取引は機械・設備の賃貸借と
いうより、金融的機能を備えた固定資産の購入のような性格を持っているともいえるというこ
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1)  リース取引をオンバランス化することによって生じる波及効果の誤解としては、本稿Ⅱの「１．賃貸借取引と
しての会計処理と問題」で述べている税節減ができなくなるとか、Ⅱの「３．現行リース会計基準の問題と改
訂作業」で述べている財務比率の悪化を恐れている、ことをあげることができる。
2)  詳しくは、紙［2003］、pp. 49-50を参照せよ。
とで、会計処理が問題になったのである3)。このように複雑な性格を持っているリース取引を単
に賃貸借取引として処理することになると、リース取引によって生じる経済事象の一部分しか
処理されないため、会計情報が十分開示されない。すなわち、リース取引に関する会計上の資産・
負債は認識されず、リース料を費用として認識する経済事象のみが計上されることになる4)。そ
こで、リース取引の性質を費用計上のみならず、資産・負債としても認識し、貸借対照表へ現
そうとするのが「リース取引のオンバランス化」5)問題である。
２．リース取引のオンバランスへの制度化
敢　ARB38の「実質購入モデル」とARS４の「財産使用権移転モデル」
　リース取引を賃貸借取引の観点から処理する従来のリース会計の改善の要望をうけて、リー
ス取引に関する会計の公式見解を最初に示したのは、アメリカ公認会計士協会（American 
Institute Certified Public Accountants：AICPA） の会計手続委員会（Committee On Accounting 
Procedure）によって1949年に公表された会計研究公報38号（Accounting Research Buletin No. 
38；ARB 38） 「リース利用者の財務諸表における長期リースの開示 （Disclosure of Long-Term Leases 
in Financial Statement of Leases）」である。その後ARB 38は、1953年にARB 43「ARBの改訂お
よび改訂基準書（Restatement and Revisions of Accounting Research Buletins）」の 第14章に再説さ
れた。
　ARB 38では、長期リースにおける固定賃借料とその他の債務が企業の財務諸表の判断に重要
な影響を与える場合は財務諸表上に開示するかもしくは注記することを要求（par. 5）し、リー
ス契約が実質購入であることが明白に証拠づけられる場合
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
は、リース使用者のリース資産と負
債として認識することを要求した （AICPA ［1949］、par. 7；紙 ［2003］、 pp. 53-54、およびIASB［2007］、
par.6、参照）。したがって、短期リースについては、ARB 38の上記開示は適用されないのである。
　このようなARB 38の規定に対して、AICPAは1940年代後半以降のリースおよびその発展に
ついて再調査を行い、1962年にJohn H. MyersによるAICPA会計調査研究第４号（Accounting 
Research Study：ARS4）「財務諸表におけるリース取引に関する報告（Reporting of Leases in 
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3) 佐藤・角ヶ谷［2009］第８章「セール・アンド・リースバックの会計」（高橋稿）p. 193では、「資産の売却
（セール）とリース物件の賃借（リースバック）とが同時に含まれる取引とみる場合」の会計処理を問題にし
ているが、私見としては「資産の売却（セール）」と「リース物件の賃借（リースバック）」は同時に発生して
も、それは「同時に含まれる取引」ではなく、別個の取引（経済事象）として考えている。したがって、セー
ル・アンド・リースバックの会計問題は、「セール」と「リースバック」が同時に発生するから生じるのでは
なく、「リース取引」自体が複合的経済事象であるため生じるのである。
4) このような計上による会計問題として、1985年８月13日に会社更生法申請をした三光汽船の実質債務額1兆円
の約半分は貸借対照表には計上されない「用船料債務」であったという例をあげることができる（紙［2003］、
p.245参照）。
5) 「リース取引のオンバランス化」という用語の代わりに、「リース資本化」という用語を使う人もいる。たと
えば、紙［2003］ および菱山 ［2012］ などでは、「リース資本化」という用語を用いている。
Financial Statements）」を公表した。ARS4では、ARB38（またはARB43）の発行以降、リース
取引の重要性は増しているものの、ARB 43の規定を満たす情報開示は希にしか行われておらず、
財務分析家はARB 43の規定以上の情報を求めているのに対して、リース取引のオンバランス化
はほとんどみられなかったことを明らかにした。
　そして、Myersは、ARB43で使われているモデルとは異なる会計モデルを紹介した。すなわ
ち、リース取引の資産認識は実質所有権の移転によるのではなく、財産を使用する権利の移転
によることであるという見解である。したがって、たとえリース期間が比較的短期間であって
も、リースを通じて得られた権利は資産として計上することを主張した。
柑　APBO５の選択とその後のオンバランス制度化の傾向
　AICPAの会計原則審議会（Accounting Principles Board；APB）は、1964年にARB43第14章
に代わるOpinion　No.５「レッシーの財務諸表におけるリースの報告（Reporting of Leases 
in Financial Statements of Lessee）」を公表した。つづいて、1966年には Opinion No.7「レッサー
の財務諸表におけるリース会計（Accounting for Leases in Financial Satements of Lessors）」、1972
年にOpinion No. 27「製造業者またはリース業者（リース賃貸人）のリース取引に関する会計
（Accounting for Lease Transactions by Manufacturer or Dealer Lessors）」お よ び1973年 に は
Opinion No. 31「賃借人によるリース契約の開示（Disclosure of Lease Commitments by Lessees）」
を公表した。
　APBはARS4におけるMyersの主張を受けて調査研究を行ったものの、結局、リース取引の
認識モデルとして、Myersが主張した「財産権使用モデル（property rights model）」ではなく、
ARB43の「実質購入モデル」の方を選んだ。すなわち、APBO5では、リース取引が実質的に
・・・・
財産の割賦購入と同等のものである場合
・・・・・・・・・・・・・・・・・・
には、法律上の形式ではなく、契約の実質で会計処理
を決定すべきである（par.9、参照）としている。
　したがって、オンバランス化するリース取引の範囲は、借手に「財産に対する重要な持分」
が生じることである。このオンバランス化の範囲に入るリース取引の条件としては「解約不能
あるいはきわめて不測の事態が発生した場合にのみ解約できるリース取引」として、①当初期
間がリース物件の耐用年数より著しく短く、かつ借手が著しく低い額で残存耐用年数にわたる
更新選択権を有している場合、②リースの有効期間中または終了時点で、借手がリース物件を
著しく割安で購入する権利を有している場合、のいずれかを満たす取引である（par. 10）。また、
襖リース物件が借手の特別の要求を満たす特別仕様である場合、鴬リース期間とリース物件の
見積耐用年数が事実上一致し、借手が税金、保険料および維持費など通常所有権者が負担すべ
き管理費用を負担する場合、鴎借手がリース物件に関する貸手の義務を保証している場合、 
黄借手が租税目的のためにリースを購入として処理した場合、のいずれかを満たすリース取引
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もオンバランス化すべきである、としている（par. 11）。
桓　APBの「実質購入モデル」を引き継ぐSFAS13
　APBの会計基準設定作業を引き継いだFASBは、リース取引に関する会計基準の設定作業に
おいて、1974年７月に討議資料（Discussion Memorandum）「リース会計と関係のある課題の
分 析（An Analysis of Issues Related to Accounting for Leases）」、 1975年８月 に は 公 開 草 案
（Exposure Draft）「リース会計（Accounting for Leases）」、1976年７月に再公開草案「リース会
計（Accounting for Leases）」を公表し、そして同年11月に財務会計基準書（Statement of 
Financial Accounting Standard：SFAS）第13号「リース会計（Accounting for Leases）」を公表
した。
　SFAS 13では、先行基準である上記のAPBO５と同様に取得と同視されるリース取引のオン
バランス化を要求している。しかしながら、オンバランス化するリース取引の範囲は、APBO５
の「持分形成」を基準とする実質的割賦購入説より広く設定し、「資産の所有権にともなう利益
およびリスクのすべてを実質的に移転するリース」（par. 60）としている。　なぜならば、
APBO５における「割賦購入」という概念は、オンバランス化の基準としてはあまりにも限定
的である、という反省からである。たとえば、借手に持分が形成されていなくても実質的に所
有権にともなう便益とリスクを移転するリース取引もありうる。それにもかかわらず、APBO５
におけるオンバランス化基準のもとでは、リース期間終了時に貸手に資産を返還するような
リース取引はオンバランスの範囲に含まれなくなるのである。したがって、APBO５の「持分
の移転」というオンバランス化基準を、SFAS 13では「リスクと便益の移転」に変更した（SFAS 
13のpar.73および菱山［2012］、pp. 107-108、参照）のである。
　SFAS 136)は、1982年９月公表の国際会計基準第17号（IAS17）「リース（Leases）」 7)および日
本の企業会計審議会によって1993年に制定された「リース取引に係る会計基準」と1994年の
「リース取引の会計処理及び開示に関する実務指針」など、アメリカ以外のリース会計基準にも
大きな影響を及ぼした。
棺　SFAS13およびIAS17と平仄を合わせた日本のリース会計基準
　日本では、1993年に企業会計審議会による「リース取引に係る会計基準」を公表し、それま 
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6) SFAS 13は、その後数多く改訂作業が行われた。
7) IAS17は、最初国際会計基準委員会（IASC）によって、1980年10月31日付けのリース会計基準の公開草案第
19号を若干修正、削除し、1982年９月に公表された。その後1996年６月に改訂プロジェクトが設置され、1997
年４月に公開草案第56号が公表され、それに寄せられたコメントの調整を行ったうえで1997年12月改訂された。
2001年に、IASCはIASBとして組織改編され、2003年にIASBによって改訂されている。
で賃貸借取引として処理していたリース取引の会計処理を国際会計基準およびアメリカの会計
基準に合わせた。すなわち、ファイナンス・リース8)取引とオペレーティング･リース取引に分
類し、ファイナンス・リース取引については、借手がリース資産を固定資産として計上するな
ど、経済的実態に着目し通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を採用した（企業会計基
準委員会［2007］、29項、参照）。
　しかしながら、1993年のリース会計基準では、ファイナンス・リース取引のうち所有権移転外ファ
イナンス・リース取引については、一定の注記を要件として通常の賃貸借取引に係る方法に準じた
会計処理（以下、「例外処理」という。）を採用することを認めていたため、現状では大半の企業に
おいてこの「例外処理」が採用されていた（企業会計基準委員会［2007］、30項）。すなわち、リー
ス取引に関する情報は実質にはオンバランスされなかったのである。そこで2001年８月に企業会計
審議会から会計基準設定作業を引き継いだ企業会計基準委員会は、「例外処理」を検討する中間報告、
試案、公開草案を経て、2007年３月31日付けで「例外処理」を廃止する企業会計基準第13号「リー
ス取引に関する会計基準」（以下、「基準13号」という。）を公表した。
　「基準13号」では、リース取引をファイナンス・リース取引とオペレーティング･リース取引
とに分け、ファイナンス・リース取引は「リース契約に基づくリース期間の中途において当該
契約を解除することができないリース取引又はこれに準ずるリース取引で、借手が、当該契約
に基づき使用する物件（以下「リース物件」という）からもたらされる経済的利益を実質的に
享受することができ、かつ、当該リース物件の使用にともなって生じるコストを実質的に負担
することとなるリース取引」（５項）、オペレーティング･リース取引は「ファイナンス・リース
取引以外のリース取引」（６項）としている。さらに、ファイナンス・リース取引は「所有権移
転ファイナンス・リース取引」と「所有権移転外ファイナンス・リース取引」とに分けている
（８項）が、会計処理については、ファイナンス・リース取引については通常の売買取引に係る
方法に準じて会計処理し（９項）、オペレーティング･リース取引については通常の賃貸借取引
に係る方法に準じて会計処理を行う（15項）、としている。
３．現行リース会計基準の問題と改訂作業
　前項「２．リース取引のオンバランスへの制度化」からみたように、現行のリース取引に関
する会計基準は、リース取引の性質を実質的資産の取得とみる実質優先思考にもとづいて、利
益およびリスクを実質的に移転する取引（ファイナンス・リース取引）をオンバランスするこ
とを規定している。したがって、ファイナンス・リース取引ではないオペレーティング･リース
取引の会計処理は賃貸借取引として処理し、オフバランスになる。
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8)　アメリカの会計基準では、「キャピタル・リース」という。
　このような会計基準に対して、リースの利用者はリース取引をオンバランス化することによ
る財務比率の悪化やトップ・ヘビー型の費用認識パターン9)などを恐れて、オンバランスを回避
しようとする行動を取る傾向がある10)。このような傾向は、オペレーティング･リース取引に関
する情報をオフバランスにする現行のリース会計基準のもとでも相変わらず強いため11)、リー
ス取引に関する経済事象を十分表さない現行のリース会計ついての批判が強まっている。この
ような批判を受けて、IASBとFASBとの共同プロジェクトは、ファイナンス・リース取引とオ
ペレーティング･リース取引の区別をすることなく、リース契約に係る使用権を資産計上するこ
とを検討することになった12)。
　同共同プロジェクトは、2009年３月に討議資料（Discussion Paper）「リース－予備的見解
（Leases：Preliminary Views）」、2010年８月に公開草案（Exposure Draft）「リース（Leases）」を
公表し、2013年５月に改訂公開草案（Exposure Draft）「リース（Leases）」13)を公表している。
Ⅲ　リース取引に関する会計
　リース取引に関する情報をオンバランス化するということは、リース取引の要素が資産・負
債（もしくは純資産）勘定として計上しうるかという問題である。つまり、リース取引の要素
が会計上の「資産・負債」概念に合致していることを説明しうるということである。したがっ
て、この議論には異なる次元の二つの問題が絡んでいる。一つは、会計上の「資産・負債」と
は何かという「資産・負債」の概念（定義）に関する問題である。すなわち、「資産・負債」の
概念は会計全体にかかわる問題として、会計もしくは企業会計とは何かというあらゆる会計問
題を解決するためには避けて通れない基本問題である。もう一つは、「リース取引」という個別
経済事象にかかわる会計問題として、リース取引の要素が「資産・負債」勘定として計上しう
る経済事象であるかどうかというリース取引の性質に関する問題である。
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9)　 詳しくは、角ヶ谷[2009]、pp. 189-192、を参照せよ。
10)　1995～1997年段階では「ほとんどが『賃貸借取引に準じた処理』であり、『売買処理に準ずる』ものは皆無
に近い」（紙[2003]、p. 270）、という。
11)　FASBの「リース・プロジェクト」のホーム・ページ（2014年４月13日現在）に掲載されている「なぜリー
ス取引に関する新しい基準か必要なのか（Why do we need a new standard on Leasing?）」によると、リース取引
に関する情報のほとんどがオフバランスシートになっていると指摘している。
12)　リース契約に係る使用権を資産計上する「財産使用権説」にもとづいてリース取引を会計処理をする説には、
すでに前述したMyersのARS 4をあげることができる。また、使用権が移転した段階で、借手にオンバランス
処理を要請することを提案する「使用権モデル」の先行研究には、1996年および2000年に発行したG4+1の特
別報告書（Special Report）「リース会計 ― 新しいアプローチ ― （Accounting for Leases：A New Approach）」
(McGregor[1996])および「リース ― 新しいアプローチの実行 ― （LEASES：Implementation of a New Approach）」
(Nailor and Lennard［2000］)がある。
13)　改訂公開草案の解説は、佐藤[2013]、川西[2013]などを参照せよ。さらに、IASB/FASB共同プロジェクトに
よる両公開草案における「使用権モデル」の変容については角ヶ谷［2013］を参照せよ。
１．リース取引の性質
　まず、リース取引をオンバランス化するためには、リース取引がどのような性格の取引なの
かを分析し、どのように会計処理を行うのが一般に認められた会計原則にもとづいて行われる
妥当な会計処理なのか、会計の基本的概念にもとづいて議論する必要がある。
　「リース取引」は、「特定の物件の所有者たる貸手（レッサー）が、当該物件の借手（レッ
シー）に対して、合意された期間（以下「リース期間」という。）にわたりこれを使用収益する
権利を与え、借手は、合意された使用料（以下「リース料」という。）を貸手に支払う取引をい
う。」（企業会計基準委員会［2007］、４項）と定義されている。この定義から、リース取引には
多様な要素が含まれていることがわかる。したがって、リース取引の性質を明らかにするため、
この定義を分解してみることにする。
　「企業会計」は企業という経済主体を中心として、その経済主体の「資金の流れ」を測定対象
とする。これに対して、上記「リース取引」の定義には「貸手」と「借手」という二つの経済
主体の経済事象が含まれている。したがって、まず、「リース取引」を「貸手」の経済主体の経
済事象と「借手」の経済主体の経済事象とに分解する必要がある。一般に、「リース取引のオン
バランス化」というと、「借手」の経済事象を「資産」・「負債」勘定として認識し、貸借対照表
へ開示しようとすることを意味する。したがって、本稿では、「借手」の経済主体の経済事象に
ついて分析することにする。
２．「借手」の経済事象
　上記「リース取引」の定義によると、「借手」の経済事象は、ある物件を一定期間にわたって
「使用料」を支払って使用する、ということである。
　今までのリース取引のオンバランス化を巡る議論においては、この経済事象をオンバランス
化する認識の仕方として、ⅰ「ある物件」を「資産」として認識し、「使用料」を支払わなけれ
ばならない義務を「負債」として認識する考え方と、ⅱ「使用料」を支払うことによって生じ
る使用する権利を「資産」として認識し、「使用料」を支払わなければならない義務を「負債」
として認識する考え方とがある。
　ⅰの場合、「ある物件」を「資産」として認識するためには、「ある物件」の法的所有権が
「借手」に移転しないため、法的所有権がなくても「借手」の所有と同様だという一定の条件を
満たすものは、実質的に「借手」の所有であるという売買取引と見なして（擬似的売買取引）、
「資産」勘定として認識する。したがって、擬似的売買取引の「一定の条件」を満たすものを
「ファイナンス・リース」といい、これらの経済事象は資産・負債として認識してオンバランス
化するが、この「一定の条件」を満たさない経済事象は「オペレーティング・リース」といい、
賃貸借取引と同様の会計処理を行うのである。この方法にしたがうと、「一定の条件」を満たさ
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ないリース取引の「資産・負債」としての認識ができなくなるため、認識の範囲を広くするた
め、その対象を使用権という「権利」にまで拡大しようとするのが前述ⅱの考え方である。
　以上でみたように、リース取引のオンバランスの論拠を「実質的売買」とする説と「財産使
用権」の移転とする説を、菱山［2012］は、リース取引を「物」の取得とみなして認識を行う
方法と「権利」の取得とみなして認識を行う方法とに分けて、二つの系譜の論拠を整理してい
る。また、角ヶ谷［2009］および角ヶ谷［2013］では、「実質優先思考」と「使用権モデル」に
分けて、「使用権モデル」をニューモデルとして区分している。このように、リース取引のオン
バランス化は認識対象を「物」としてとらえるか、「権利」としてとらえるかに二分化している
が、これらは異なる認識方法であろうか。私見としては、これらの二つの認識方法とも、結局
は「物」か「権利」の「所有
・・
」を資産として認識
・・・・・・・・
しようとする考え方には変わりがない同様の
認識方法である、といわざるを得ない。では、会計の認識・測定とは何か。
３．リース取引の認識・測定
　会計測定の対象と認識・測定との関係を記号論をもちいて解明しようとする杉本［1991］で
は、「会計測定の対象が一見すると雑多に見えるほどに多様化するにつれて、その基本的形態は、
むしろ鮮明になってきた」（p. 61）と述べ、測定対象の外延が拡張するにつれて単純化したと
みなされる会計測定対象の内包に注目しつつこれを定義すれば、「会計測定の対象としての『企
業の経済事象』とは、基本的には、経済財の、経済主体の支配下への『流入』、または、その支
配下からの『流出』、である。」（p. 62）としている。ここで注意すべきことは「けっして『流
入および流出』といっているのではなく、『流入』または『流出』であるということである」と
強調している点である。「すなわち、『流入』と『流出』のうちのいずれか一方であればよいの
であって、交換取引のようにつねに対応していなければならないというわけではけっしてな
い。」と（pp. 61-62、参照）。つまり、ここで強調したいのは、複式簿記に支えられた現行の企
業会計は、一方的な「流入」・「流出」であってもそれを二面的にとらえて認識・測定するとい
うことである。
　リース取引における借手の経済事象を擬似的売買取引ではなく、その性質を実質的にとらえ
ると「現物出資」という資金の調達があるように、「現物」で借り入れる「現物借入」である。
「現物借入」という経済事象の「資金（価値）の流れ」の一つは、経済主体への「現物（リース
物件）」という「資金の形態面」の流入と「借入金（リース負債）」という「資金の源泉面」の
流入という一方的「資金の流入取引」 14)を二面的に表すことができる。したがって、「現金」で
借入をした場合、「（借方）現金　XX　（貸方）借入金　XX」という記号として表示されるの
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14)　詳しくは、杉本［1991］第３章を参照せよ。
と同様に、「（借方）現物（リース物件）　XX　（貸方）借入金（リース負債）　XX」と現すこ
とができる。これを仕訳で現すとつぎの通りである15)。
　①　リース契約の時点（もしくは、引渡し時点）16)
　　（借）リース資産（物件） XX　（貸）リース負債（借入金） XX
　②　リース料を支払った時点
　　（借）リース負債（借入金） XX　（貸）現金預金 XX
　　　　 支払利息  XX
　③　決算時点
　　（借）リース資産減価償却費 XX　（貸）リース資産減価償却累計額 XX
　そして、リース取引に関する会計が難しい所は、この経済事象の「資金の流れ」が内包して
いる意味が「現物（リース物件）」を使用する権利とその「使用料」を支払う義務である、とい
う点である。これを備忘記録するとすれば、「（借方）リース物件賃借権　XX　（貸方）賃借料
支払義務　XX」である。これを仕訳で現すとつぎの通りである。
　①　リース契約の時点（もしくは、引渡し時点）
　　（借）リース資産（物件） XX　（貸）リース負債（借入金） XX
　　　　 リース物件賃借権 XX　　　 賃借料支払義務 XX
　②　リース料を支払った時点
　　（借）リース負債（借入金） XX　（貸）現金預金 XX
　　　　 支払利息 XX
　　　　 賃借料支払義務 XX　　　 リース物件賃借権 XX
　　　　　
　③　決算時点
　　（借）リース資産減価償却費 XX　（貸）リース資産減価償却累計額 XX
　すなわち、リース取引のように多面的性質を持っている経済事象の会計処理を通じて、われ
われは、会計の認識対象は「法的財産」、「財産権」、「使用権」のような「所有」（ストック）で
はなく、経済主体の支配下への「資金（価値）の流入」、またはその支配下からの「資金（価
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15) 仕訳は、佐藤・角ヶ谷［2009］の第1章、リース取引の本質と会計処理において、サービス取引説の①金融サー
ビス取引説と結果的には同様であるが、経済事象の「資金の流れ」を記号化するという立場からは、佐藤・
角ヶ谷［2009］のように「いったん資金を借り入れて、その資金によってリース資産購入代金を支払ったと考
えてもよい。」（p.16）という仮説はいらない。
16) 認識時点の問題については、別途に議論することにしたい。
値）の流出」のような「資金（価値）の流れ」（フロー）である、ということを再認識すること
ができる。つまり、会計は、結果としての「ストック」勘定から利益計算を目的とするのでは
なく、「資金の流れ」という「フロー」を二面的に現すことであり、その結果として利益計算が
できる、ということである。
　以上、リース取引を巡る会計処理に関する制度化過程を通じて、その議論が難儀しているこ
と、そしてその原因は会計理論の基礎概念に基本的問題があることを指摘することができた。
それが、本稿の冒頭において、「リース会計の問題はリース取引に関する会計問題のみではなく、
企業会計の基本問題でもある。」と述べた所以である。
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